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ご説明のポイント 3

2024年3月期２Q累計の業績は、期初公表どおり前年同期比《増収減益》
増収の主要因は、一般葬儀の単価上昇と葬儀に付随する商品・サービス提供の収入増
 小規模・簡素な葬儀の件数割合は微増するも、一般葬儀で単価が上昇
 葬儀に付随する商品・サービス提供の収入も増収
 コロナ禍を契機に加速した葬儀の小規模化は緩和

営業費用・一般管理費は将来の成長のための費用を中心に増加
 将来的な新規出店に伴う葬儀件数増加および売上拡大に備えた人員体制強化のための人件費・採用費の増加
 新規出店による地代家賃の増加
 先行投資としての広告宣伝費の増加
 基幹情報システムの稼働によるソフトウエアの減価償却費の増加

この結果、営業利益は6.2％の減益

２Q累計
業績

 当初予想から変更なし 通期で前期比《増収減益》を予想
 会館出店計画に伴う先行コストの発生
 将来の件数増に備えるための積極的な人材採用による人件費・採用費の増加
 新型コロナウイルス感染症の影響はすでに業績に対する主要なリスクではない

業績予想

 当初予想から変更なし 中間23.0円、期末11.5円（株式分割後）
 年間で34.5円（株式分割後） 前期比２円増配（８期連続増配）を予定
予想配当性向 21.4％ ＊2023年3月31日現在の自己株式数に基づいて計算

配当予想



２Q累計 損益 4

・営業収益は前年同期比3.2%の増収、営業利益は同6.2% の減益（当初公表通り）
営業利益率は16.1％と1.6ポイント低下も中期経営計画目標値１５．５％以上は維持

・主な増収要因は、一般葬儀の単価の上昇と葬儀に付随する商品・サービス提供の収入増
・営業費用は、将来的な新規出店に伴う葬儀件数増加および売上拡大に備えた人員体制強化のために計画的に
人件費・採用費を増加させたこと、新規出店による地代家賃、先行投資としての広告宣伝費の増加により費用増

・一般管理費は、基幹情報システムの稼働によるソフトウエアの減価償却費が増加
（単位：百万円）

FY2022 FY2023 前期比 当初業績予想（2023.5.11）
２Q累計 ２Q累計 増減率 増減額 ４Q累計 進捗率

営業収益 10,083 10,407 3.2% 323 22,700 45.8%
営業費用 7,602 7,991 5.1% 388
一般管理費 697 744 6.7% 46
営業利益 1,782 1,671 -6.2% ▲110 3,570 46.8%

営業利益率 17.7% 16.1% -1.6pt 15.7%
経常利益 1,763 1,684 -4.5% ▲79 3,560 47.3%

親会社株主に帰属する
四半期純利益 1,218 1,085 -10.9% ▲133 2,270 47.8%

１株当たり純利益
（円） 57.48 52.32 -9.0% ▲5.16 109.37 47.8%



四半期別損益 5

・１Qの増収減益が２Qにおいても継続
・１Qと比べて２Qの方が葬儀施行件数・葬儀単価ともに上昇した
・２Qの方が高い営業利益率を確保した

（単位：百万円） FY2022 FY2023 前年同期比 FY2022 FY2023 前年同期比
１Q １Q 増減率 ２Q ２Q 増減率

営業収益 4,856 5,081 4.6% 5,227 5,325 1.9%
営業費用 3,667 3,948 7.7% 3,934 4,042 2.7%
一般管理費 349 370 6.0% 348 373 7.2%
営業利益 838 761 -9.2% 943 910 -3.6%

営業利益率 17.3% 15.0% -2.3pt 18.1% 17.1% -1.0pt
経常利益 825 766 -7.2% 937 918 -2.1%

親会社株主に帰属する
四半期純利益 526 497 -5.5% 692 588 -15.0%



四半期業績推移 6

社会情勢の変化

四半期別 営業収益 四半期別 営業利益

4Q

3Q

2Q

1Q

4Q

3Q

2Q

1Q

（百万円） （百万円）

・当２Q累計の営業収益はコロナ前2019年度の２Q累計を上回り過去最高。

・営業利益は当２Q累計は将来の成長に向けた計画的な先行投資により前年同期比減益も、それに次ぐ利益

水準を維持

4,984 4,055 4,917 4,856 5,081 

5,390 
4,548 

4,595 5,227 5,325 

5,739 

5,347 
5,160 

5,625 

5,166 

4,914 
5,328 

5,955 

21,281 

18,865 
20,001 

21,663 

10,407 

 -

 5,000

 10,000

 15,000

 20,000

 25,000

FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023

589 
262 

934 838 761 

898 

513 

670 943 910 

1,018 

987 

970
1,186 

585 

787 

801

899
3,091 

2,550 

3,376 

3,868 

1,671 

 -

 500

 1,000

 1,500

 2,000

 2,500

 3,000

 3,500

 4,000

FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY20230



四半期別 葬儀件数 四半期別 葬儀施行収入

グループの葬儀件数・施行収入の推移 7
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・２Q累計の葬儀件数は、前年同期と同水準（死亡者数前年並み、コロナ関連葬儀大幅減、新規出店による増）

・２Q累計の葬儀施行収入は、主に一般葬の葬儀単価の上昇が寄与し増収
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営業利益の増減要因分析 8

葬儀事業３社を中心に増収となった一方、将来の成長のための先行投資として人件費、出店経費、広告宣伝費
を増加させていることに加え、新規会館出店に伴う地代家賃の増加（持株会社）、基幹情報システムの稼働に
よるソフトウエアの減価償却費の増加（持株会社）等があったため、営業利益は減益。

公は公益社、持株は持株会社を示す。
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FY2023_2QWFC



								空白 クウハク		増益 ゾウエキ		減益 ゲンエキ		累計 ルイケイ								①前期、当期の額を入力する（空白欄） ゼンキ トウキ ガク ニュウリョク クウハク ラン

						前２Q 営業利益 ゼン エイギョウ リエキ		1,782						1,782								②増益欄、減益欄を入力する ゾウエキ ラン ゲンエキ ラン ニュウリョク

						公）関西圏 増収 コウ カンサイケン ゾウシュウ		1,782		63				1,845								③累計欄を計算する ルイケイ ラン ケイサン

						公)首都圏 増収 コウ シュト ケン ゾウシュウ		1,845		23				1,868								④空白欄を計算する クウハク ラン ケイサン

						葬仙) 増収 ソウ セン ゾウシュウ		1,868		50				1,918										増益の空白欄は《累計-増益》 ゾウエキ クウハクラン ルイケイ ゾウエキ

						タルイ) 増収 ゾウシュウ		1,918		15				1,933										減益の空白欄は《累計と同額》 ゲンエキ クウハク ラン ルイケイ ドウガク

						ESSC) 増収 ゾウシュウ		1,933		82				2,015

						公)人件費増 コウ ジンケンヒ ゾウ		1,924				91		1,924								※赤枠内はグラフ化する数値エリア アカ ワク ナイ カ スウチ

						公)経費増 コウ ケイヒ ゾウ		1,837				87		1,837

						ESSC) 人件費増 ジンケンヒ ゾウ		1,777				60		1,777

						持株会社) 固定費増 モチカブ カイシャ コテイヒ ゾウ		1,731				46		1,731

						持株会社) 減価償却費増 モチカブ カイシャ ゲンカショウキャクヒ ゾウ		1,683				48		1,683

						その他 タ		1,671				12		1,671

						当２Q 営業利益 トウ エイギョウ リエキ		1,671

								(111)		233		344

										-111



																				増益要因 ゾウエキ ヨウイン

																				減益要因 ゲンエキ ヨウイン



空白	

前２Q 営業利益	公）関西圏 増収	公)首都圏 増収	葬仙) 増収	タルイ) 増収	ESSC) 増収	公)人件費増	公)経費増	ESSC) 人件費増	持株会社) 固定費増	持株会社) 減価償却費増	その他	当２Q 営業利益	1782	1782	1845	1868	1918	1933	1924	1837	1777	1731	1683	1671	1671	増益	

前２Q 営業利益	公）関西圏 増収	公)首都圏 増収	葬仙) 増収	タルイ) 増収	ESSC) 増収	公)人件費増	公)経費増	ESSC) 人件費増	持株会社) 固定費増	持株会社) 減価償却費増	その他	当２Q 営業利益	63	23	50	15	82	減益	

前２Q 営業利益	公）関西圏 増収	公)首都圏 増収	葬仙) 増収	タルイ) 増収	ESSC) 増収	公)人件費増	公)経費増	ESSC) 人件費増	持株会社) 固定費増	持株会社) 減価償却費増	その他	当２Q 営業利益	91	87	60	46	48	12	前期 営業利益	公（関西圏）増収による増益	公（首都圏）増収による増益	葬仙 増収による増益	タルイ 減収による減益	公（関西圏）人件費減	公（首都圏）広告・会館費等増	ESSC 人件費減	持株会社 業務委託費増	その他	0	前２Q営業利益	公／関西圏減収	公／首都圏増収	葬仙／増収	タルイ／増収	公／人件費減	公／固定費増	ESSC／増収	持株会社／業務委託費等増	持株会社／固定費増	その他	0	前２Q営業利益	公／関西圏減収	公／首都圏増収	葬仙／増収	タルイ／増収	公／人件費減	公／固定費増	ESSC／増収	持株会社／業務委託費等増	持株会社／固定費増	その他	0	





FY2023_2QWFC (2)



								空白 クウハク		増益 ゾウエキ		減益 ゲンエキ		累計 ルイケイ								①前期、当期の額を入力する（空白欄） ゼンキ トウキ ガク ニュウリョク クウハク ラン

						前２Q 営業利益 ゼン エイギョウ リエキ		1,782						1,782								②増益欄、減益欄を入力する ゾウエキ ラン ゲンエキ ラン ニュウリョク

						公）関西圏 増収 コウ カンサイケン ゾウシュウ		1,782		44				1,826								③累計欄を計算する ルイケイ ラン ケイサン

						公)首都圏 増収 コウ シュト ケン ゾウシュウ		1,826		35				1,861								④空白欄を計算する クウハク ラン ケイサン

						葬仙) 増収 ソウ セン ゾウシュウ		1,861		35				1,896										増益の空白欄は《累計-増益》 ゾウエキ クウハクラン ルイケイ ゾウエキ

						タルイ) 増収 ゾウシュウ		1,896		21				1,917										減益の空白欄は《累計と同額》 ゲンエキ クウハク ラン ルイケイ ドウガク

						公)人件費増 コウ ジンケンヒ ゾウ		1,826				91		1,826								※赤枠内はグラフ化する数値エリア アカ ワク ナイ カ スウチ

						公)経費増 コウ ケイヒ ゾウ		1,739				87		1,739

						持株会社) 固定費増 モチカブ カイシャ コテイヒ ゾウ		1,682				57		1,682

						持株会社)システム償却費増 モチカブ カイシャ ショウキャク ヒ ゾウ		1,646				36		1,646

						その他 タ		1,646		25				1,671

						当２Q 営業利益 トウ エイギョウ リエキ		1,671

								(111)		160		271

										-111



																				増益要因 ゾウエキ ヨウイン

																				減益要因 ゲンエキ ヨウイン



空白	

前２Q 営業利益	公）関西圏 増収	公)首都圏 増収	葬仙) 増収	タルイ) 増収	公)人件費増	公)経費増	持株会社) 固定費増	持株会社)システム償却費増	その他	当２Q 営業利益	1782	1782	1826	1861	1896	1826	1739	1682	1646	1646	1671	増益	

前２Q 営業利益	公）関西圏 増収	公)首都圏 増収	葬仙) 増収	タルイ) 増収	公)人件費増	公)経費増	持株会社) 固定費増	持株会社)システム償却費増	その他	当２Q 営業利益	44	35	35	21	25	減益	

前２Q 営業利益	公）関西圏 増収	公)首都圏 増収	葬仙) 増収	タルイ) 増収	公)人件費増	公)経費増	持株会社) 固定費増	持株会社)システム償却費増	その他	当２Q 営業利益	91	87	57	36	前期 営業利益	公（関西圏）増収による増益	公（首都圏）増収による増益	葬仙 増収による増益	タルイ 減収による減益	公（関西圏）人件費減	公（首都圏）広告・会館費等増	ESSC 人件費減	持株会社 業務委託費増	その他	0	前２Q営業利益	公／関西圏減収	公／首都圏増収	葬仙／増収	タルイ／増収	公／人件費減	公／固定費増	ESSC／増収	持株会社／業務委託費等増	持株会社／固定費増	その他	0	前２Q営業利益	公／関西圏減収	公／首都圏増収	葬仙／増収	タルイ／増収	公／人件費減	公／固定費増	ESSC／増収	持株会社／業務委託費等増	持株会社／固定費増	その他	0	





FY2022_4QWFC



								空白 クウハク		増益 ゾウエキ		減益 ゲンエキ		累計 ルイケイ								①前期、当期の額を入力する（空白欄） ゼンキ トウキ ガク ニュウリョク クウハク ラン

						前４Q 営業利益 ゼン エイギョウ リエキ		3,376						3,376								②増益欄、減益欄を入力する ゾウエキ ラン ゲンエキ ラン ニュウリョク

						公）関西圏 増収 コウ カンサイケン ゾウシュウ		3,376		410				3,786								③累計欄を計算する ルイケイ ラン ケイサン

						公)首都圏 増収 コウ シュト ケン ゾウシュウ		3,786		383				4,169								④空白欄を計算する クウハク ラン ケイサン

						葬仙)  増収 ソウ セン ゾウシュウ		4,169		113				4,282										増益の空白欄は《累計-増益》 ゾウエキ クウハクラン ルイケイ ゾウエキ

						タルイ) 増収 ゾウシュウ		4,282		118				4,400										減益の空白欄は《累計と同額》 ゲンエキ クウハク ラン ルイケイ ドウガク

						公)人件費増 コウ ジンケンヒ ゾウ		4,202				198		4,202								※赤枠内はグラフ化する数値エリア アカ ワク ナイ カ スウチ

						公)統制可能費増 コウ トウセイ カノウ ヒ ゾウ		4,109				93		4,109								※②の数値は、経理部福神部長へ依頼する（最近は会議資料の中に入れていないため）。 スウチ ケイリブ フクジンブチョウ イライ サイキン カイギシリョウ ナカ イ

						持株会社 )人件費増 モチカブ カイシャ ジンケンヒ ゾウ		4,062				47		4,062

						持株会社) 統制可能費増 モチカブ カイシャ トウセイ カノウ ヒ ゾウ		4,015				47		4,015

						持株会社) 地代家賃・償却費増 モチカブ カイシャ チダイ ヤチン ショウキャク ヒ ゾウ		3,908				107		3,908

						その他 タ		3,868				40		3,868

						当４Q 営業利益 トウ エイギョウ リエキ		3,868

								492		1024		532

										492



																				増益要因 ゾウエキ ヨウイン

																				減益要因 ゲンエキ ヨウイン



空白	

前４Q 営業利益	公）関西圏 増収	公)首都圏 増収	葬仙)  増収	タルイ) 増収	公)人件費増	公)統制可能費増	持株会社 )人件費増	持株会社) 統制可能費増	持株会社) 地代家賃・償却費増	その他	当４Q 営業利益	3376	3376	3786	4169	4282	4202	4109	4062	4015	3908	3868	3868	増益	

前４Q 営業利益	公）関西圏 増収	公)首都圏 増収	葬仙)  増収	タルイ) 増収	公)人件費増	公)統制可能費増	持株会社 )人件費増	持株会社) 統制可能費増	持株会社) 地代家賃・償却費増	その他	当４Q 営業利益	410	383	113	118	減益	

前４Q 営業利益	公）関西圏 増収	公)首都圏 増収	葬仙)  増収	タルイ) 増収	公)人件費増	公)統制可能費増	持株会社 )人件費増	持株会社) 統制可能費増	持株会社) 地代家賃・償却費増	その他	当４Q 営業利益	198	93	47	47	107	40	前期 営業利益	公（関西圏）増収による増益	公（首都圏）増収による増益	葬仙 増収による増益	タルイ 減収による減益	公（関西圏）人件費減	公（首都圏）広告・会館費等増	ESSC 人件費減	持株会社 業務委託費増	その他	0	





項目名縦書

				前４Q 営業利益 ゼン エイギョウ リエキ

				公／関西圏 増収 コウ カンサイケン ゾウシュウ

				公／首都圏 増収 コウ シュト ケン ゾウシュウ

				葬仙／増収 ソウ セン ゾウシュウ

				タルイ／増収 ゾウシュウ

				公／人件費増 コウ ジンケンヒ ゾウ

				公／統制可能費増 コウ トウセイ カノウ ヒ ゾウ

				持株／人件費増 モチカブ ジンケンヒ ゾウ

				持株／ 業務委託費等増 モチカブ ギョウム イタク ヒ トウ ゾウ

				持株／地代家賃・償却費増 モチカブ チダイ ヤチン ショウキャク ヒ ゾウ

				その他 タ

				当４Q 営業利益 トウ エイギョウ リエキ

								前２Q 営業利益 ゼン エイギョウ リエキ		公／関西圏 増収 コウ カンサイケン ゾウシュウ		公／首都圏 増収 コウ シュト ケン ゾウシュウ		葬仙／増収 ソウ セン ゾウシュウ		タルイ／増収 ゾウシュウ		公／人件費増 コウ ジンケンヒ ゾウ		公／経費増 コウ ケイヒ ゾウ		持株／固定費増 モチカブ コテイヒゾウ		持株／減価償却費増 モチカブ ゲンカ ショウキャク ヒ ゾウ		その他 タ		当２Q 営業利益 トウ エイギョウ リエキ
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FY2022_2QWFC



								空白 クウハク		増益 ゾウエキ		減益 ゲンエキ		累計 ルイケイ								①前期、当期の額を入力する（空白欄） ゼンキ トウキ ガク ニュウリョク クウハク ラン

						前２Q 営業利益 ゼン エイギョウ リエキ		1,604						1,604								②増益欄、減益欄を入力する ゾウエキ ラン ゲンエキ ラン ニュウリョク

						公）関西圏 減収 コウ カンサイケン ゲンシュウ		1,575				29		1,575								③累計欄を計算する ルイケイ ラン ケイサン

						公)首都圏 増収 コウ シュト ケン ゾウシュウ		1,575		225				1,800								④空白欄を計算する クウハク ラン ケイサン

						葬仙) 増収 ソウ セン ゾウシュウ		1,800		45				1,845										増益の空白欄は《累計-増益》 ゾウエキ クウハクラン ルイケイ ゾウエキ

						タルイ) 増収 ゾウシュウ		1,845		54				1,899										減益の空白欄は《累計と同額》 ゲンエキ クウハク ラン ルイケイ ドウガク

						公)人件費減 コウ ジンケンヒ ゲン		1,899		20				1,919								※赤枠内はグラフ化する数値エリア アカ ワク ナイ カ スウチ

						公)固定費増 コウ コテイヒ ゾウ		1,839				80		1,839

						ESSC )増収 ゾウシュウ		1,839		54				1,893

						持株会社) 業務委託費等増 モチカブ カイシャ ギョウム イタク ヒ トウ ゾウ		1,832				61		1,832

						持株会社) 固定費増 モチカブ カイシャ コテイヒ ゾウ		1,795				37		1,795

						その他 タ		1,782				13		1,782

						当２Q 営業利益 トウ エイギョウ リエキ		1,782

								178		398		220

										178



																				増益要因 ゾウエキ ヨウイン

																				減益要因 ゲンエキ ヨウイン



空白	

前２Q 営業利益	公）関西圏 減収	公)首都圏 増収	葬仙) 増収	タルイ) 増収	公)人件費減	公)固定費増	ESSC )増収	持株会社) 業務委託費等増	持株会社) 固定費増	その他	当２Q 営業利益	1604	1575	1575	1800	1845	1899	1839	1839	1832	1795	1782	1782	増益	

前２Q 営業利益	公）関西圏 減収	公)首都圏 増収	葬仙) 増収	タルイ) 増収	公)人件費減	公)固定費増	ESSC )増収	持株会社) 業務委託費等増	持株会社) 固定費増	その他	当２Q 営業利益	225	45	54	20	54	減益	

前２Q 営業利益	公）関西圏 減収	公)首都圏 増収	葬仙) 増収	タルイ) 増収	公)人件費減	公)固定費増	ESSC )増収	持株会社) 業務委託費等増	持株会社) 固定費増	その他	当２Q 営業利益	29	80	61	37	13	前期 営業利益	公（関西圏）増収による増益	公（首都圏）増収による増益	葬仙 増収による増益	タルイ 減収による減益	公（関西圏）人件費減	公（首都圏）広告・会館費等増	ESSC 人件費減	持株会社 業務委託費増	その他	0	前２Q営業利益	公／関西圏減収	公／首都圏増収	葬仙／増収	タルイ／増収	公／人件費減	公／固定費増	ESSC／増収	持株会社／業務委託費等増	持株会社／固定費増	その他	0	前２Q営業利益	公／関西圏減収	公／首都圏増収	葬仙／増収	タルイ／増収	公／人件費減	公／固定費増	ESSC／増収	持株会社／業務委託費等増	持株会社／固定費増	その他	0	





FY2021_4QWFC 



								空白 クウハク		増益 ゾウエキ		減益 ゲンエキ		累計 ルイケイ								①前期、当期の額を入力する（空白欄） ゼンキ トウキ ガク ニュウリョク クウハク ラン

						前期 営業利益 ゼン キ エイギョウ リエキ		2,550						2,550								②増益欄、減益欄を入力する ゾウエキ ラン ゲンエキ ラン ニュウリョク

						公（関西圏）増収 コウ カンサイケン ゾウシュウ		2,550		396				2,946								③累計欄を計算する ルイケイ ラン ケイサン

						公（首都圏）増収 コウ シュト ケン ゾウシュウ		2,946		419				3,365								④空白欄を計算する クウハク ラン ケイサン

						葬仙 増収 ソウ セン ゾウシュウ		3,365		63				3,428										増益の空白欄は《累計-増益》 ゾウエキ クウハクラン ルイケイ ゾウエキ

						タルイ 減収 ゲンシュウ		3,356				72		3,356										減益の空白欄は《累計と同額》 ゲンエキ クウハク ラン ルイケイ ドウガク

						公（関西圏）人件費減 コウ カンサイケン ジンケンヒ ゲン		3,356		94				3,450								※赤枠内はグラフ化する数値エリア アカ ワク ナイ カ スウチ

						公（首都圏）広告・会館費等増 コウ シュトケン コウコク カイカン ヒ トウ ゾウ		3,337				113		3,337

						ESSC 人件費減 ジンケンヒ ゲン		3,337		142				3,479

						持株会社 業務委託費増 モチカブ カイシャ ギョウム イタク ヒ ゾウ		3,369				110		3,369

						その他 タ		3,376		7				3,376

						当期 営業利益 トウ キ エイギョウ リエキ		3,376







																				増益要因 ゾウエキ ヨウイン

																				減益要因 ゲンエキ ヨウイン



空白	前期 営業利益	公（関西圏）増収	公（首都圏）増収	葬仙 増収	タルイ 減収	公（関西圏）人件費減	公（首都圏）広告・会館費等増	ESSC 人件費減	持株会社 業務委託費増	その他	当期 営業利益	2550	2550	2946	3365	3356	3356	3337	3337	3369	3376	3376	増益	[値]
[値]
[値]

[値]
[値]
[値]

前期 営業利益	公（関西圏）増収	公（首都圏）増収	葬仙 増収	タルイ 減収	公（関西圏）人件費減	公（首都圏）広告・会館費等増	ESSC 人件費減	持株会社 業務委託費増	その他	当期 営業利益	396	419	63	94	142	7	減益	[値]
[値]

前期 営業利益	公（関西圏）増収	公（首都圏）増収	葬仙 増収	タルイ 減収	公（関西圏）人件費減	公（首都圏）広告・会館費等増	ESSC 人件費減	持株会社 業務委託費増	その他	当期 営業利益	72	113	110	1	前期 営業利益	公（関西圏）増収による増益	公（首都圏）増収による増益	葬仙 増収による増益	タルイ 減収による減益	公（関西圏）人件費減	公（首都圏）広告・会館費等増	ESSC 人件費減	持株会社 業務委託費増	その他	0	

空白	前期 営業利益	公（関西圏）増収	公（首都圏）増収	葬仙 増収	タルイ 減収	公（関西圏）人件費減	公（首都圏）広告・会館費等増	ESSC 人件費減	持株会社 業務委託費増	その他	当期 営業利益	2550	2550	2946	3365	3356	3356	3337	3337	3369	3376	3376	増益	[値]
[値]
[値]
[値]
[値]
[値]

前期 営業利益	公（関西圏）増収	公（首都圏）増収	葬仙 増収	タルイ 減収	公（関西圏）人件費減	公（首都圏）広告・会館費等増	ESSC 人件費減	持株会社 業務委託費増	その他	当期 営業利益	396	419	63	94	142	7	減益	▲113
▲[値]

前期 営業利益	公（関西圏）増収	公（首都圏）増収	葬仙 増収	タルイ 減収	公（関西圏）人件費減	公（首都圏）広告・会館費等増	ESSC 人件費減	持株会社 業務委託費増	その他	当期 営業利益	72	113	110	1	前期 営業利益	公（関西圏）増収による増益	公（首都圏）増収による増益	葬仙 増収による増益	タルイ 減収による減益	公（関西圏）人件費減	公（首都圏）広告・会館費等増	ESSC 人件費減	持株会社 業務委託費増	その他	0	
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9

・資産（負債純資産）合計は、1.9億円の減少
・新規会館投資及びリニューアル投資により設備投資3.8億円、減価償却4.0億円の計上等により、
有形固定資産が0.2億円減少
新しい基幹情報システム構築に係るソフトウエアの増加により、無形固定資産が0.2億円増加

・これらの投資資金や株主還元の資金に充当したことにより、現預金が2.5億円減少

貸借対照表の増減（資産の部）

（単位：百万円）

（注）勘定科目の詳細は主要なもののみ示した。

2023年3月末 2023年9月末 前年度末比
増減額

流動資産 11,039 10,854 ▲ 184
現金及び預金 9,192 8,937 ▲ 255

営業未収入金及び契約資産 919 982 63

固定資産 25,189 25,184 ▲ 5
有形固定資産 22,483 22,456 ▲ 27

建物及び構築物 9,840 9,604 ▲ 235
建設仮勘定 14 217 203

無形固定資産 398 428 29
投資その他の資産 2,308 2,299 ▲ 8

資産合計 36,229 36,038 ▲ 190
（参考）
有形固定資産の設備投資額
（建設仮勘定除く） 182 百万円 （FY2023 2Q累計）

〃 減価償却費 400 百万円 （ 〃 ）



10

・負債は営業未払金、未払法人税等の流動負債の減少を中心に減少
・株主資本は当期3.1億円の自己株式取得実施により減少するも利益剰余金が増加
自己資本比率は前期末比2.1pt上昇して89.3%

貸借対照表の増減（負債・純資産の部）

（単位：百万円）

（注）勘定科目の詳細は主要なもののみ示した。

2023年3月末 2023年9月末 前年度末比
増減額

流動負債 3,559 2,821 ▲ 738
営業未払金 993 827 ▲ 165
未払法人税等 666 457 ▲ 208

固定負債 1,054 1,026 ▲ 28
リース債務 174 182 8
長期未払金 64 7 ▲ 56

負債合計 4,613 3,847 ▲ 766
株主資本 31,615 32,190 575
利益剰余金 25,153 25,994 841
自己株式 ▲ 1,594 ▲ 1,877 ▲ 282

純資産合計 31,615 32,190 575
負債純資産合計 36,229 36,038 ▲ 190
自己資本比率 87.3% 89.3% 2.1pt



1
1

公益社の葬儀（件数・単価）の状況



公益社：葬儀件数・葬儀施行収入の推移 12

葬儀件数四半期別推移 葬儀施行収入四半期別推移（件） （百万円）

・【死亡者数】2022年〜2023年初頭は全国的な超過死亡傾向も、当期に入り収束の傾向が⾒られ前年並み
・【葬儀件数】前年同期比1.7％の減少、しかし、コロナ関連葬儀の減少要因除くと1.5％の増加
・【葬儀施行収入】一般葬儀の単価上昇により、前年同期比微増
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公益社：葬儀件数・施行収入の増減 13

・関西圏の一般葬儀件数減の主な要因は、コロナ関連葬儀の減少によるもの。件数に比べて金額への影響は限定的
・一般葬儀は主に首都圏が増収に寄与
・大規模葬儀の減収の主な要因は、前期に単価の大きな葬儀が発生したこととの比較による単価減

上段：件数（件）
下段：金額（百万円）

大規模葬儀
(500万円超)

一般葬儀 合 計

首都圏
▲ 3 13 10

▲ 93 59 ▲ 33

関西圏
4 ▲ 120 ▲ 116

35 1 37

合 計
1 ▲ 107 ▲ 106

▲ 58 61 3



公益社：大規模葬儀 施行収入の推移 14

・社葬・お別れの会等の大規模葬儀（5百万円超）は、コロナ影響により2020年度にコロナ前の4割強の水準
に落ち込んだが、2022年度より回復

・当期２Q累計は前年同期比件数+１件も単価減により7.3%の減収

大規模葬儀 施行収入推移（単位：百万円）
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公益社：地域別 件数・単価 15

公益社では全葬儀件数が1.7%減少したのに対して、葬儀単価は1.8%上昇

（地域別の特徴）
・【首都圏の単価減】
首都圏において一般葬儀（広義）（＝金額5百万円以下）の件数は増加、単価も上昇となるが、
大規模葬の単価減の影響を受け、首都圏全体では単価減となった

・【関西圏の件数減・単価上昇】
関西圏において一般葬儀（広義）（＝金額5百万円以下）の件数は、コロナ関連葬儀等の減少の影響を
受け2.6％減少。一方、単価の上昇により関西圏全体では増収

上段：件数（件）
下段：単価（千円）

全社 首都圏 関西圏

FY2022
２Q累計

FY2023
２Q累計

増減率
FY2022
２Q累計

FY2023
２Q累計

増減率
FY2022
２Q累計

FY2023
２Q累計

増減率

公益社全葬儀
6,065 5,959 -1.7% 1,678 1,688 0.6% 4,387 4,271 -2.6%

1,116 1,136 1.8% 1,397 1,369 -2.0% 1,008 1,044 3.6%



公益社：シェア増減の推定（前期比増減率比較による） 16

死亡者数と葬儀施行件数それぞれの増減率の比較により、シェアの増減を推定すると、
（関西圏）他社の出店攻勢、コロナの収束傾向に伴うコロナ関連葬儀の減少によりシェア低下

※コロナ関連葬儀を除くと件数は1.9％の増加となりシェア向上
（首都圏）死亡者数が減少する中、新規出店した会館を中心に件数を伸ばし、シェア向上

（注）2021年度は下期に特に東京都・神奈川県・大阪府において、コロナによる死亡でもコロナ以外での死亡でも「超過死亡
数」が多数確認され、2022年度は上期に同じ３都府県において、専らコロナによる死亡で多数の「超過死亡数」が確認
されている。（国立感染症研究所感染症疫学センター「日本の超過および過少死亡数ダッシュボード」より当社集計）
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葬仙・タルイの概況



葬仙の概況 18

・会葬者の増加により葬儀単価が上昇
・前年同期比11.1％増収
・人件費、経費、固定費の増加を吸収し大幅増益

FY2022
２Q累計

FY2023
２Q累計 増減額 増減率

葬儀件数（件） 721 720 ▲1 -0.1%
葬儀単価（千円） 829 910 81 9.7%

営業収益（百万円） 689 766 77 11.1%

営業利益（百万円） 45 63 18 37.7%
（注1）営業収益および営業利益はセグメント情報に基づく。
（注2）営業利益は親会社の費用配賦前の金額を示す。



タルイの概況 19

・小規模な葬儀に適した新規会館を中心に葬儀施行件数が増加
・葬儀単価は一般葬儀を中心に低下したものの、営業収益は前年同期比2.5%増収
・人件費、出店コスト等の増加により営業費用が増加し減益

FY2022
２Q累計

FY2023
２Q累計 増減額 増減率

葬儀件数（件） 725 776 51 7.0%
葬儀単価（千円） 1,111 1,047 ▲ 64 -5.8%

営業収益（百万円） 869 891 22 2.5%

営業利益（百万円） 168 159 ▲9 -4.9%
（注1）営業収益および営業利益はセグメント情報に基づく。
（注2）営業利益は親会社の費用配賦前の金額を示す。
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0

2024年3月期（2023年度）の予想
（業績・配当）



業績予想について 21

（2024年3月期）
・期初に公表した通期業績予想の修正はなし

（減益となる主な理由）将来の成長に向けた計画的な先行投資の実施
・新規出店８会館の計画に伴う2.3億円の先行コストの発生
・将来の件数増に備えて人員体制を強化するため、積極的な人材採用により6.2億円の人件費・採用費の増加
・前期の宝塚の旧会館土地等の売却益2.8億円の剥落

（単位：百万円）

①通期予想
前期比 ②２Q累計

（上期）実績 ①-②
前年下期比

増減率 増減額 増減率 増減額

営業収益 22,700 4.8% 1,036 10,407 12,292 6.2% 712

営業利益 3,570 -7.7% ▲ 298 1,671 1,898 -9.0% ▲ 187
営業利益率 15.7% -2.1pt 16.1% 15.4% -2.6pt

経常利益 3,560 -7.4% ▲ 283 1,684 1,875 -9.8% ▲ 204

当期（四半期）純利益 2,270 -18.4% ▲ 513 1,085 1,184 -24.3% ▲ 380



配当予想について 22

（2024年3月期）
・当初予想から変更なし 中間23.0円、期末11.5円（株式分割後）
⇒年間で34.5円（株式分割後） 前期比２円増配（８期連続増配）を予定

・予想配当性向 21.4％

（単位：円）
分割前 分割後

ＦＹ 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2023
決算期 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2024/3

年間配当金 57.00 ― 33.00 38.00 44.00 46.00（予想） ―

中 間 27.00 30.00 16.00 17.00 21.00 23.00 23.00

期 末 30.00 16.00 17.00 21.00 23.00 23.00（予想） 11.50

配当性向（連結） 15.2% 18.8% 23.7% 20.3% 16.7% 21.4%（予想） 21.4%

（注1）2019年10月1日を効力発生日とする1：2の株式分割を実施

（注2）2023年10月1日を効力発生日とする1：2の株式分割を実施

（注3）2024年3月期の予想配当性向は、2023年3月31日現在の自己株式数に基づいて計算



中期経営計画の進捗状況
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中期経営計画重点項目 葬儀事業の拡大 24

 2023年3月に立ち上げた新しい葬儀ブランド「エンディングハウス」を中心に出店を加速化
• 中計2年目にあたる今期（2024年3月期）は8会館を開設する予定
• 2023年11月現在グループ合計84会館

〔 公益社首都圏 18, 公益社関西圏 40, 葬仙 14, タルイ 12  〕

当社グループの会館数推移

67646357545351484544

71 7671
84

前中期経営計画
3ヵ年出店数

9会館

初年度
8会館

本中期経営計画
3ヵ年出店数

31会館

2年目
8会館

3年目
15会館



新しい葬儀ブランドの概要 25



「エンディングハウス」のポジショニング 26

近畿圏

出店エリア

首都圏

高い

オーダーメイド・フルサービス
一般葬・家族葬から法人葬まで
幅広くあらゆる場所・規模・形式の葬儀に
対応

パッケージプラン（３プランのみ）
家族葬専門のブランド
リーズナブルな価格・高いコストパフォーマンス
エンディングハウス会館のみでの対応

価格 プラン
品揃え

首都圏・近畿圏以外

安い

オーダー
セミオーダー

パッケージ
シンプル



「エンディングハウス」立ち上げ以降オープンの状況 27

 エンディングハウス 東四つ木（東京都葛飾区）2023年3月28日Open
 エンディングハウス 新小岩（東京都葛飾区）2023年3月28日Open

 エンディングハウス 大阪鶴見（大阪市鶴見区）2023年3月28日Open
 エンディングハウス 大東（大阪府大東市）2023年3月28日Open

 新しい葬儀ブランド「エンディングハウス」を2024年1・2月に新たに2会館をオープン予定
⇒「エンディングハウス」は6会館に

 エンディングハウス 弥刀（大阪府東大阪市）2024年2月Open予定

 エンディングハウス 西淀川（大阪市西淀川区）2024年1月Open予定

公益社関西圏

公益社首都圏



公益社ブランドのオープン状況 28

 公益社会館 箕面（大阪府箕面市）2024年1月Open予定

 2024年1・２月に新たに2会館をオープン予定
⇒公益社ブランドによる会館は56会館に

公益社関西圏

 公益社 溝の口会館（川崎市高津区）2024年2月Open予定
公益社首都圏



新10年ビジョン 2つの挑戦 葬儀会館の全国展開へ 29

2021年度実績
（2022年3月期）

中計3年目計画
（2025年3月期）

10年後
（2032年3月期）

76会館
葬儀事業
会館数

107会館

210会館

中計1年目実績
（2023年3月期）

84会館

 幅広い層のお客様にご満足いただけるサービスを提供するために、これまでの葬祭サービスの
展開エリア（首都圏／近畿圏／山陰）に限ることなく、全国にサービスを展開



３．リハビリ特化型デイサービス施設で
多くの方にご利用いただく

４．食事提供をおこなう高齢者施設数を
増やす（関西圏に加えて首都圏へも
展開）

中期経営計画重点項目 ライフエンディングサポート事業の拡大 30

１．シニア世代に向けた終活のポータルサイトを
通じた商品・サービスの提供を拡大させる

２．葬儀前後のサポートサービスの提供を
拡大させる

パートナー企業様との提携を推進継続 2023年6月新設「ポシブル宝塚中山寺」
（兵庫県）を含む4施設で展開

高齢者施設2施設と新規契約し
合計8施設で展開

不動産仲介サービスを開始



新10年ビジョン 2つの挑戦 ライフエンディングサポート事業の拡大 31

2021年度実績
（2022年3月期）

中計3年目計画
（2025年3月期）

10年後
（2032年3月期）

ライフエンディング
サポート事業
売上高

15億円
30億円

100億円

中計1年目実績
（2023年3月期）

18億円

 ライフエンディングサポート事業をさらに拡大させ、ライフエンディング・ステージを通じて、
さらに様々な価値を提供すべく、新規事業／サービスの創出を推進し
お客様のクオリティ・オブ・ライフ向上に貢献



中期経営計画重点項目 ESG経営推進 32

ESGの３つの要素

■従来からの社会貢献活動の強化
・事業そのものが社会課題・問題解決に寄与
・グリーフケア活動、自然災害発生時などの支援活動等

■環境問題への取組み
・消費するエネルギー削減を前提とした事業インフラ構築
・サステナビリティ、持続可能な社会の実現に向けて貢献

社会
Social

環境
Environment

ガバナンス
Governance



グリーフケアの充実 • ご遺族をサポートする分かち合いの場、「ひだまりの会」開催による
グリーフケア活動
2003年12月に活動を開始してから今年で20年、会員数1千名超

エンバーミング施行 • 故人を生前の元気だった頃のお姿に近づけ、衛生的に保全する科学的
な処置（エンバーミング）を施行することにより、より良いお別れの
実現

• コロナで亡くなられた方へのエンバーミング施行も実施（2022年11月
より大阪にて開始、2023年6月より東京にて開始）

災害派遣 • 災害の際、予備自衛官（※）を含めた社員が、亡くなられた方の移送
対応などその他被災地支援活動を担う

海外搬送 • 複雑な手続きを要する以下の故人様に対して海外連携の上対応
①海外でお亡くなりになった方の日本への移送
②国内でお亡くなりになった方の海外への移送

中期経営計画重点項目 ESG経営推進 社会 33

（※）自衛隊が予備要員として任用している非常勤の自衛官。当社エンバーマー
（遺体衛生保全士）も予備自衛官として訓練を実施

社会 Social



環境 Environment
TCFD対応 • 2022年10月に賛同
環境配慮型商品の採用 • エコ棺の新商品を2022年11月に販売開始

• 商品ラインナップの充実
リサイクル可能な資材・
包装材の採用

• 紙袋や封筒などに採用 2022年8月使用開始

温室効果ガスの排出抑制 • 寝台車及び霊柩車をハイブリッド車両へ
2024年に約8割に（←2021年：3割）

• エンバーミング処置件数増によるドライアイス使用の削減
省エネルギー推進 • 自社会館に太陽光パネルを設置 2会館

• 会館の新設時・リニューアル時にLED照明の採用 15会館

中期経営計画重点項目 ESG経営推進 環境・ガバナンス 34

ガバナンス Governance
内部統制、コンプライア
ンスの遵守

• 内部監査の実施 コンプライアンス研修

有効なリスクマネジメン
ト体制の確立

• 年間の活動計画を作成し、年間通じて活動実施



35

当社グループの人的資本経営



人的資本経営の基本コンセプト 36

 当社のパーパス「シニア世代とそのご家族の人生によりそい、
ささえるライフエンディングパートナー」を実現するための
人的資本経営を進める



人財戦略ストーリー 37

 挑戦し続ける組織風土の常態化によりパーパスを実現



38

中期経営計画 株主還元方針
（2022～2024年度）



株式分割の実施 39

 2023年9月30日時点の発行済株式数を、1株につき2株の割合をもって分割する
⇒投資単位当たりの金額が引き下がることで、流動性を高め、より投資しやすい環境を整える

配当予想

分割の日程
基準日公告日 2023年９月４日（月）
基準日 2023年９月30日（土）※株主名簿管理人の休業日につき実質的には2023 年９月29 日（金）
効力発生日 2023年10月１日（日）

分割前
ＦＹ 2018 2019 2020 2021 2022 2023

決算期 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3
年間配当金 57.00 ― 33.00 38.00 44.00 46.00
中 間 27.00 30.00 16.00 17.00 21.00 23.00
期 末 30.00 16.00 17.00 21.00 23.00 23.00
配当性向（連結） 15.2% 18.8% 23.7% 20.3% 16.7% 21.4%

（注）2019年10月1日を効力発生日とする１：２の株式分割を実施
（注）2023年10月1日を効力発生日とする１：２の株式分割を実施＜今回の株式分割の実施＞

分割後
2023

2024/3
―

23.00
11.50
21.4%

株式分割による発行済株式数の増加に伴うものであるため、
2023年５月11日に公表いたしました1株当たり期末配当金及び通期配当総額の予想に実質的には変更無し。



自己株式取得の実施 40

自己株式についての考え方
株主への利益還元策の選択肢の一つとして位置づけ、
資金余力及び株価水準等を見たうえ総合的に考慮のうえ、実施してまいります。

取得に係る事項の内容
取得対象株式の種類 普通株式
取得し得る株式の総数 350,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合1.69％）
株式の取得価額の総額 350百万円（上限）
取得期間 2023年11月10日から2024年４月30日
取得方法 東京証券取引所における市場買付け

2023年11月9日公表 自己株式の取得について （本中計期間３回目）

（本中計期間中の過去の実施状況）
１回目 2022年5月13日から10月18日の期間に3億49百万円（19.35万株）を取得完了
２回目 2023年2月14日から 6月13日の期間に3億49百万円（15.75万株）を取得完了
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株主還元方針 41

（百万円）
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配当性向
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16.7%20.3%23.7%23.6% 22.8% 61.0% 17.9%18.8% 15.2%27.9%24.5% 18.8% 21.4%

46.0円

配当性向および総還元性向の推移

８期連続増配

安定配当を基軸とした株主還元の向上
株主様への還元を中長期的に充実させてまいります。
剰余金の配当につきましては、連結業績および資金の状況、中長期的な成長投資のための内部留保の確保、ならびに
財務の健全性等を総合的に勘案しながら、厳しい環境下においても安定配当を基軸としつつ増配に努めます。
また、自己株式の取得につきましては、資金余力及び株価水準等を見たうえ総合的に考慮のうえ実施してまいります。 総還元性向も

高めていく

株式分割後

34.5円
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ご参考資料



葬儀ビジネスの市場規模 43

大幅な成長は難しいまでも、一定の市場規模の維持は可能
・葬儀の小規模化とコロナ禍の影響により葬儀単価は下落傾向
・一方、死亡数は当面増加傾向

出所：矢野経済研究所「フューネラルビジネスの実態と将来の展望」（2021年版）
※葬儀単価（飲食・返礼品含む）× 葬儀件数（死亡者数の95％）にて算出
※寺院関連・火葬・仏壇・墓地墓石は除く

コロナショックにより国内の葬儀市場は2割近く消滅

17,057

17,678 17,54517,59317,536 17,654
17,833 17,957 18,121 18,132

15,060

16,179

16,959

15,000

16,000

17,000

18,000

’10年 ’11年 ’12年 ’13年 ’14年 ’15年 ’16年 ’17年 ’18年 ’19年 ’20年 ～ 30年
（予測）

10年後

（億円）

19,000

21年
（予測）

13,000

14,000

12,000

10,000

11,000



顧客ニーズ 44

価値観の変化、顧客志向の変化、オンライン化の加速により、市場は質的に大きく変化

伝統・格式嗜好から、
小規模・簡素化嗜好へ
の志向シフトへ

顧客志向の変化

葬儀の品質向上
顧客満足度の追求

地域密着での
マーケティング展開
（従来から実施）

顧客

デジタルでの
マーケティング展開

オンライン化の加速

顧客の情報収集手段がオンライン化し、
オンラインでのデジタル営業／
マーケティングの必要性の高まり

小規模・
簡素化志向

伝統・
格式志向

社会の変化、価値観の変化により葬儀や供養のスタイルも多様化
する傾向にある

新たな葬儀の
スタイル

 世帯構成／親戚関係や宗教儀式への価値観の
変化により、葬儀のあり方が多様になってい
く
 直葬・火葬式
 一日葬
 無宗教葬、等

新たな供養の
スタイル

 高齢化／少子化に伴い墓の維持の難しさや価
値観の変化から、新たな供養のあり方が増え
ていく
 永代供養／手元供養／納骨堂
 樹木葬／散骨／宇宙葬／バルーン葬、
等

価値観の変化

葬儀スタイルの
変化に応じて志向
シフトが進む



競争環境 45

専業大手企業 互助会系企業

新規参入企業地場中小専業等

市場の変化に伴って、競争環境も大きく変質しつつある

環境展望１

出店およびM＆Aの加速

競争激化

環境展望３

マッチングビジネスの台頭

環境展望２

小規模葬儀での競争激化



シニアマーケットの成長 46

高齢者人口は増加傾向
・シニアマーケットは、高齢化の進展／高齢者の生活変化（多様化）によって成長が見込まれる

核家族化が進み、世帯人員数は減少の一途となり、高齢者の単身（おひとりさま）世帯数も増加傾向
・シニア世代向けのサポートのニーズが拡大することが見込まれる
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65歳以上 75歳以上

→推計実績←

出典：総務省統計局「国勢調査(2021年9月15日現在)」
国立社会保障・人口問題研究所 「日本の将来推計人口（2017年推計）」

高齢者（65歳以上）人口の割合の推移（％）

5,928 

6,717 

7,512 
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8,963 

3,201 
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(千世帯)
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高齢者単身世帯（おひとりさま）数の推移

出典：総務省統計局「国勢調査(2021年9月15日現在)」
国立社会保障・人口問題研究所 「日本の将来推計人口（2017年推計）」



当社の強みを活かした事業展開 47

①葬儀件数は年間15,000件以上、葬儀会館を84会館展開（2023年11月時点）

②経験豊富な葬祭ディレクターが多数在籍〔葬祭ディレクター：315名〕（2022年11月時点）

③「エンバーミング」の専門スタッフが在籍〔エンバーマー： 25名〕（2023年4月時点）

④葬儀前から、そして葬儀後も安心のトータルサポート

⑤これまで培ってきたノウハウや知見を活かしたライフエンディングサポート事業

⑥社葬・お別れの会の施行においても業界トップクラスの実績

⑦葬儀後も精神面でも遺族によりそう、ひだまりの会

当社は創業90年を経て培ってきた強みやノウハウを活かして、葬儀事業にとどま
らず、ライフエンディングサポート事業の拡大を目指します。
シニア層の方々が安心して心豊かな老後の時間を過ごすために必要となる終活や
日常生活に関する課題解決のサポートを行っております。

燦
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
グ
ル
ー
プ
の
強
み



新10年ビジョン
当社の２つの挑戦：葬儀会館の全国展開 48

１．幅広い層のお客様にご満足いただけるサービスを提供す
るために、これまでの葬祭サービスの展開エリア（首都圏
／近畿圏／山陰）に限ることなく、
全国にサービスを展開します

首都圏･近畿圏･山陰から全国へ



新10年ビジョン
当社の２つの挑戦：ライフエンディングサポート事業の拡大 49

２．ライフエンディングサポート事業をさらに拡大させ、
ライフエンディング・ステージを通じて、さらに様々な
価値を提供すべく、新規事業／サービスの創出を推進し
お客様のクオリティ・オブ・ライフ向上に貢献します

個人のお客様（シニア世代、ご家族）

ライフステージの変化に応じてご紹介

葬儀前アクティブ期 葬儀後葬儀

葬儀
シニア世代の方々の

よりよいシニアライフを
サポートするサービスの強化

葬儀後のご家族を
サポートするサービスの強化

他の葬儀社の領域

他社にない「シニアライフのサポートパートナー」モデルの構築
当社のライフエンディングサポート事業領域



ライフエンディングサポート事業とは 50

ご葬儀の前 ご葬儀 ご葬儀の後

事前相談

エンディング
ノート

葬祭セミナー

家事代行

散骨 お墓

葬祭信託

ライフエンディング・ステージにおいて必要とされる日常生活
や、人生の終末期の準備のサポート等、安心して心豊かな老後
の時間を過ごすために必要とされるサービスや商品を提供する
ことで社会に貢献する事業

介護施設紹介



中期経営計画キャピタル・アロケーション方針 51

 中期経営計画において成長のための積極的な投資を行う。中計3ヵ年で88億円以上の
営業キャッシュ・フローを創出する⾒込みで、うち10〜15億円を既存設備投資へ
45億円以上を成長投資に充当する。

中計期間の
営業ＣＦ
約88億円

（参考）
うち減価償却費の

累計
約30億円

成長投資
45億円以上

既存設備への投資
約10〜15億円

株主還元

既存設備のリニューアル、改修は、減価償却費の
範囲を基本とする

【オーガニックな成長】
葬儀会館の積極的な新規出店、
ライフエンディング事業の強化

【インオーガニックな成長】
Ｍ＆Ａ、アライアンス

【配当】
安定配当を基軸としつつ増配に努める

【自社株式取得】
キャッシュフローの状況、株価の動向など
勘案して機動的に実施



「参考情報」メール配信サービスのご案内（2023年3月1日開始） 52

当社の最新情報（適時開示情報やプレスリリース、
テレビ放映・燦HD公式note更新等のお知らせ）を
お届けするメール配信サービスは
燦ホールディングスのホームページより
ご登録いただけます。

https://www.san-hd.co.jp/



「参考情報」グループ5社の事業内容 53

葬祭サービス／
ライフエンディングサポート

葬祭サービスに必要な機能を提供
／ライフエンディングサポート

ポータルサイトでの紹介を通じて
全国に終活サービスを展開

葬祭サービス／
ライフエンディングサポート

葬祭サービス／
ライフエンディングサポート



「参考情報」会社概要・業界特性 54

会社概要

燦ホールディングス株式会社

1944年（昭和19年）10月2日
（創業1932年8月）

25億6,815万円

東証プライム／証券コード 9628

216億63百万円（2023年3月期）

社 名

設 立

資 本 金

上場市場

営業収益

現時点での葬儀事業の展開エリア

首都圏（東京、神奈川）
関西圏（大阪、兵庫、奈良）
山陰地方（鳥取、島根）

参考）業界規模…年間死亡者数約139万人（2022年）
2040年まで約170万人の死亡者数が予想される。
年間約1兆6,070億円（137万人×117.3万円）

業界特性

監督官庁がなく、規制がない業界

東京、神奈川
全18会館

2023年11月現在
全84会館

大阪、奈良、兵庫
全40会館

（うち提携会館１）
兵庫・神戸以西
全12会館

山陰
全14会館

（うち提携会館１）



「参考情報」燦ホールディングスの経営理念・パーパス

経営理念 パーパス
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2024年3月期第2四半期決算説明ライブ配信
2023年11月20日

《注意事項》 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在
入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

お問合せ先 ： 燦ホールディングス株式会社 経営企画部
TEL 06-6226-0038

Copyright 2023 SAN HOLDINGS, Inc.  All Rights Reserved.
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